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１．地域振興基金と区民活動助成制度について 

品川区では、様々な社会貢献活動や公益活動を行っている区内の団体を支援するため、皆

様からの寄附金を積み立てて、区民の活動に資金を助成していくしくみとして、地域振興基金を

設置しています。この基金を原資として、区内の団体が行う地域課題や社会的課題の解決に向

けた事業に資金を助成することによって、多様な公益活動の活性化を目指します。 

 今回から、従来の助成制度に加え、スタートアップ助成コースを新設しました。 

２．助成金について 

⑴チャレンジ助成（従来の助成制度）・・・助成金は事業費のうち、助成対象経費の３分の２以内

（上限５０万円まで）（千円未満切捨） 

⑵スタートアップ助成（新設）・・・助成金は事業費のうち、助成対象経費の３分の２以内（上限３０

万円まで）（千円未満切捨） 

⑶助成対象経費は助成事業の実施に必要な経費のうち下記【別表】に定める経費を対象としま

す。 

⑷助成対象経費は申請した年の４月１日から翌年２月末までの間に実施する事業のものに限る。 

⑸団体運営のための継続的経費は、対象としません。 

⑹１団体１事業です。同一年度に複数の事業を申し込むことはできません。 

⑺３回（３年間）まで継続して同一事業の申請ができます。（３年間の助成を保障するものではあり

ません。全体の申請状況などに応じ、同一事業内容でも不採択となる場合もあります。） 

 ※1 自己資金のない事業は申請できません。 

 ※2 審査会において、申請金額を精査し、減額される場合があります。 

 
【別表】 

対象項目 説明 具体例 

報償費 謝礼 
事業でおこなう講演会・研修等の講師謝礼、協力団体への謝礼、通訳謝礼
及び出演料。 
（1 時間当たり 1万円を限度とし、1 日当たり 3 万円を限度とする。） 

旅費 交通費 
事業に参加する講師・出演者、事業にかかわるスタッフの公共交通費。 
（タクシー代は除く。） 

需用費 
消耗品費 
印刷費 

事業の実施にかかわる文具、用紙代等の事務消耗品購入費、 
チラシ、ポスター等の印刷代、資料製本代等。 

役務費 
通信費 
保険料 

事業の実施にかかわる郵送料、通信費、保険料。 

使用料及び賃
借料 

使用料 
借り上げ料 

事業の実施にかかわる会場使用料、 
機器・機材の使用料・賃借料。 
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その他の経費 
人件費(※) 
委託料 

事業の実施にかかわる事業主体の人件費（時間単価 1,000 円以内、1 日あ
たり 1人 4,000 円を上限とする） 
会場設営の委託費用、デザイン等の委託費用。 

                               (※)人件費は、助成対象経費の 20%以内であること 

３．申請できる団体 

申請資格は、次の要件を全て満たす団体とします。 

① 品川区内において公益活動を目的として活動している団体（町会・自治会、NPO 法人、ボラ

ンティア団体等）であること。 

② チャレンジ助成については、品川区内で活動実績があること。 

③ スタートアップ助成については、品川区内で活動実績がなく、団体設立からおおむね3年以

内であること。 

④ 区民活動情報サイト（以下、しながわすまいるネット）に登録している団体であること。 

⑤ 品川区に主たる事務所または活動拠点を有すること。 

⑥ ３人以上で構成されていること。 

⑦ 会計処理が適正に行われており、内容を提示できること。 

⑧ 団体構成員相互の利益を図ることを目的とする団体ではないこと。(趣味サークル等を除く) 

⑨ 宗教活動または政治活動を目的とした団体でないこと。 

⑩ 特定の公職（公職選挙法第３条に規定する公職をいう）の候補者もしくは公職にある者また

は政党を推薦、支持、反対することを目的とした団体でないこと。 

⑪ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団

をいう）、または暴力団の構成員もしくはその構成員でなくなった日から５年を経過しない者

の統制下にある団体でないこと。 

 

※1 公益活動とは非営利であって不特定多数の区民の利益となることを目的とした活動をいい

ます。 

※2 原則として、説明会への参加が必須です。 

４．対象となる事業 

対象となる事業は、次の全てを満たす事業とします。 

⑴品川区の地域課題や社会的課題解決のために取り組んでいる事業であること。 

⑵品川区の地域づくりを目的とした事業であること。 

⑶品川区民の福祉等の向上に寄与する事業であること。 

⑷同一事業について、他の制度による助成を受けていないこと。 

⑸同一事業について、平成２５年度以前に本制度による助成を受けていないこと。 

ただし、上記の条件を満たす事業であっても、次に掲げる事業は対象外とします。 

① 営利を目的とする事業 

② 特定の個人または法人その他の団体の利益を目的とする事業 

③ 宗教活動または政治活動をともなう事業 

④ 調査または研究のみを目的とした事業 

要注意 
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５．事業の期間 

助成する事業は、平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 2 月 28 日までに実施する事業です。 

 

６．申請の方法 

申請書提出 ： ２月１日（月）～２月１０日（水）午後５時 
【電話にて要予約】 

下記 「７．申請書類」 を地域活動課協働推進係に持参し、提出してください。 

※1 申請書に不備がある場合や、添付書類不足・不備がある場合は申請できません。 

※2 締切最終日は窓口が混み合うため、長時間お待ちいただく場合があります。 

 

７．申請書類 

申請にあたって提出していただく書類は以下の通りです。提出書類の各様式は、「品川区ホ

ームページ」および「しながわすまいるネット」からダウンロードできます。 

※申請書に不備がある場合や添付書類不足・不備がある場合は申請できません。 

 

申請に必要な書類 

① 助成金交付申請書 【第１号様式】 

② （最新の）申請団体の目的を記載したもの（設立趣意書、定款、会則等）【様式任意】 

③ （最新の）役員（会員）名簿 【様式任意】 

④ 団体の当年度年間活動計画書 【様式任意】 

⑤ 団体の当年度年間収支予算書 【様式任意】 

⑥ 活動実績がある場合は、申請団体の活動実績 【チラシ、パンフレット等様式任意】 

⑦ 助成を申請することを団体として決定する理事会等の議事録、または代表者の申し出書 

【様式任意】 

⑧ 継続して同一事業の申請をする場合は、昨年度の実施報告 

⑨ 団体の活動内容をPRする資料【様式任意】（※A4サイズ1枚まで） 

⑩ 他団体又は業者へ委託をする場合には、見積書又はそれに準ずる書類 

⑪ 保険料、使用料、借り上げ料、委託料を計上する場合には、見積書又はそれに準ずる書

類 

要注意 
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８．地域振興基金を活用した区民活動助成制度の流れ 

 

 

 

 

申請書類提出 

              

 

2月１日 

～2月10日 

 

・ 

 

 

 

 

 

・ 

 

 

 

説明会の開催  ※原則として参加が必須です。 

①2月5日(金)18時～19時 

   品川区役所第二庁舎5階 254会議室 

②2月6日(土）10時～11時 

こみゅにてぃぷらざ八潮2階 第1交流スペース 

(八潮5-9-11) 

申請書の書き方や、審査基準の視点の意図することなど事

業提案に関わる相談を毎週行っています。 

日時：毎週木曜日午後1時～4時 

場所：こみゅにてぃぷらざ八潮2階 協働推進室 

  

・ 

 

・ 

 

・ 

 

第一次審査（書類審査）を行います。審査結果は全ての申

請団体に通知します。 

申請書類について、申請団体に事前に確認を求める場合

があります。 

第一次審査を通過した事業を申請した団体には、審査会か

らの確認事項について回答していただきます。 

第一次審査 

（書類審査） 
2月29日 

  

  

第二次審査 

（面接審査） 
3月18日 

・ 

 

 

・ 

第一次審査を通過した事業を申請した団体から、事業提案

の説明をしていただきます。 

※指定された時間に出席できない場合は、失格となります。 

第二次審査において、助成事業を選考します。 

  

・ 

 

区長は、審査結果報告を受けて助成事業を決定し、当該事

業を申請した団体に通知します。 
助成事業の決定 

3月下旬 

   ～4月上旬 

  

助成金の交付 
4月下旬 

   ～5月上旬 
  

 
   

 

事業の実施 
平成28年4月1日

以降 
・ 

 

助成事業を実施し、実施団体と区は、必要に応じて、事業

実施の進捗状況等の情報交換をおこないます。 

    

助成事業の終了 
平成29年2月28日

まで 

・ 

 

助成団体は助成事業終了後、速やかに収支決算書および

事業成果報告書を区に提出します。 
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９．審査・選考の方法 

申請された事業は、以下の審査基準に基づいて、第一次審査（書類審査）、第二次審査（面

接審査）を経て選考します。 

審査・選考は、有識者、公益活動の実践者、区職員等の審査委員で構成する「品川区地域

振興基金活用推進会議」で行います。 

＜審査基準の視点＞ 

① 事業の目的は明確であるか、具体的に示されているか。 

② 地域ニーズや地域課題、社会的課題を具体的に把握し示されているか。 

③ 多くの区民にとって有益な、公益性のある事業目的となっているか。 

④ 事業の内容が具体的で、目的と整合したものになっているか。 

⑤ 実施体制や責任体制が明確であり、実施内容と組織体制が整合しており、継続的な事業

実施が期待できるか。 

⑥ スケジュールが具体的で、実施可能な計画になっているか。 

⑦ 事業目的に合致し、成果が具体的に（数値、指標、状態など）示されているか。 

⑧ 事業を遂行することにより、団体の自立、成長、能力向上が期待できるか。 

⑨ 実現可能性の高い予算で、収支のバランスがとれ、費用の使途は事業目的に対し妥当

か。 

⑩ 積算根拠が具体的かつ妥当に記載されているか。 

 

10．実施報告 

＜事業実施前＞ 

●事業実施の告知・宣伝・ＰＲを必ず「しながわすまいるネット」でも行うこと。 

＜事業の中間報告・事業実施後＞ 

●事業の中間報告や終了報告を必ず「しながわすまいるネット」でも行うこと。 

 ※推進会議より事業の中間報告書の提出を求める場合があります。 

●「収支決算書」および「事業成果報告書」を提出すること。 

 ※余剰金が発生した場合は、すみやかに区に返還していただきます。 

 

11．申請事業の公表 

・申請された事業の概要、団体名、および審査結果は、品川区ホームページ等で公表します。 

・申請団体から提出された書類等は、区の行政文書として情報公開の対象となります。 

 

 

12．その他の留意事項 

・ 申請書類は返却しません。 

・ 申請書類は、審査・選考のためにのみ利用し、その他の目的に流用することはありません。 
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・ 助成事業の実施にあたって個人情報の取り扱いが発生する場合、助成事業を実施する団体

に対して、区の基準に合わせた個人情報の管理方法へ改善を求めることがあります。 

・ 事業決定後、「品川区地域振興基金を活用した区民活動助成金交付要綱」に違反する事実

等があった場合には、助成を取り消すことがあります。 

・ 区の主催する事業（品川区消費生活・社会貢献活動展、中間報告会、実施報告会）への参加

もしくは助成対象事業の報告に協力していただきます。 

・ 「しながわすまいるネット」において、助成対象事業の活動報告を団体自ら行っていただきます。

（P5、「10．実績報告」を参照） 

 

13．申請書の配付について 

申請書の書式は「品川区のホームページ」および「しながわすまいるネット」からダウンロードし

てください。提出書類は原則、パソコンで作成されたものでお願いいたします。 

 

※「実施要領」および「申請書」を品川区ホームページからのダウンロードするには 

トップページ→「地域活動」→「区民・企業との協働」→「区民との協働」→「地域振興基金から地域に貢

献する事業に活動資金を助成」へアクセス 

 

14．申請書の提出期限について 

平成２８年２月１０日(水)午後５時までに持参 (期限厳守。) 郵送は不可 【電話にて要予約】 

※申請書に不備がある場合や添付書類不足・不備がある場合は申請できません。 

 

15．お問合せ先（提出先） 

品川区地域振興部 地域活動課 協働推進係(品川区役所第二庁舎６階) 

〒１４０－８７１５   品川区広町２－１－３６ 

電    話 ： ０３－５７４２－６６９３（直通） 


